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事務事業評価の実施について（中間報告） 

 

 1 趣旨                                     

本市では、政策・施策の実現のため、様々な事務事業を実施している。さらなる

行財政改革の推進に当たっては、職員数の削減が必要であるとともに、費用対効果

を踏まえた効果的な事業実施に向けた事務事業の見直しが必要となる。 

このため、事業のスクラップ＆ビルドや業務のアウトソーシングなどにより、事

務事業を削減することを目的として、以下のとおり事務事業評価を実施する。 

 

 2 基本的な考え方                                

(1) 行政手段（事務事業）の評価 

第 2 次浜田市総合振興計画（前期基本計画）に掲げる政策・施策を実現する

ための個々の行政手段（事務事業）を評価するものであり、本事務事業評価で

は政策や施策の評価は行わない。 

(2) 人件費を含めた費用対効果を踏まえた評価 

費用対効果の検証に用いる事業コストは、直接事業費に職員人件費（平成 29

年度事務事業量調査時に算出）を加算する。 

 

 3 対象事業                                  

継続的な次の事務事業を対象に実施する。 

対象事業区分 事業数 備 考 

ア  元気な浜田事業（ソフト事業） 36 事業 
平成 30 年度当初予算事業
のうち 

イ  外部委託等を検討する事業   7 事業 
事務事業量調査等報告書
から抽出 

ウ 各課が見直しを提案する事業 60 事業程度 
対象事業調整中 
（内部評価のみ実施） 

 

 4 実施体制                                    

(1) 内部評価体制  浜田市行財政改革推進本部 

(2) 外部評価体制  浜田市行財政改革推進委員会 行政評価専門部会 

 

 5 実施方法                                   

  「事務事業評価シート」により、次の 3 段階で評価を行い、その結果を当初予算

編成に反映する。 

評価段階 実施内容 

一次評価 
（内部評価） 

・各担当課で、対象事業の「現状評価」を行い、「今後の方針」
を内部評価する。 

二次評価 
（外部評価） 

・一次評価を踏まえ、対象事業の「現状評価」を行い、「今後の
方針」を外部評価する。 

最終評価 
（内部評価） 

・二次評価を踏まえ、対象事業の「今後の方針」を最終評価す
る。 
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 6 評価の視点                                   

(1) 事業の評価〔現状評価〕 

   一次評価、二次評価において、次の項目について現状評価を行う。 

大項目 小項目 

ア 妥当性 

①  施策実現のために事業の対象や目的・意図は妥当か 
②  事業内容は目的達成のために適切なものか 
③  実施根拠となる法令や要綱等は妥当か 
④  国・県、民間等のサービスと重複はないか 
⑤  市が事業を実施する理由は妥当か 
⑥  緊急性があり、優先度が高い事業か 

イ 有効性 

①  施策実現に対する事業成果の貢献度は高いか 
②  事業の目標を達成できたか（できる見込みか） 
③  意図する効果があったか 
④  事業継続によりさらなる効果が期待できるか 

ウ 効率性 

①  施策の中で類似・重複した事業がないか 
②  コストや業務量に見合った成果が得られたか 
③  手段等の見直しによりコスト削減の余地はないか 
④  コスト全体に占める市の負担割合は適切か 

 〔大項目評価区分〕 

評価 １ ２ ３ ４ 

内容 高い やや高い やや低い 低い 
 

  (2) 事業の総合評価〔今後の方針〕 

一次評価、二次評価及び最終評価において、次の区分により総合評価を行う。 

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

内容 拡大 現状維持 縮小 手法見直し 休・廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7 実施スケジュール                               
 

時期 主な内容 

5～6月 ・事務事業評価シートの作成（各担当課） 

7月 
・一次評価（内部評価） 

・二次評価（行政評価専門部会において外部評価） 

8月 ・最終評価（二次評価の結果を踏まえて内部評価） 

9月 ・評価結果を公表（市議会特別委員会等で報告） 

10月 ・平成31年度当初予算編成に反映 
  

妥当性、有効性
高い

低い 高い

効率性

低い

Ａ：拡大

Ｂ：現状維持

Ｃ：縮小

Ｅ：休・廃止

Ｄ：手法見直し

Ｅ：休・廃止

※あくまで総合評価のイメージであ

り、「妥当性」「有効性」「効率

性」の現状評価と今後の方針は、

必ずしも一致はしません。 

◆総合評価のイメージ 
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事務事業評価 対象事業一覧 

 

ア  元気な浜田事業（ソフト事業）            〔網掛けの事業名は対象外〕 

№ 事 業 名 担 当 課 備 考 

－ 美又地域振興事業 金城支所 防災自治課 
H30 終了 
（対象外） 

1 地域公共交通再編事業 地域政策部 まちづくり推進課  

2 はまだ暮らし応援事業 地域政策部 政策企画課  

3 浜田で学ぶ学生支援事業 地域政策部 まちづくり推進課  

4 瀬戸ケ島埋立地活用事業 地域政策部 地域プロジェクト推進室  

5 はまだ暮らし住まい支援事業 
地域政策部 政策企画課 
三隅支所 防災自治課 

 

－ 
地域安全まちづくり事業 
（津波ハザードマップ更新） 

総務部 安全安心推進課 
H30 終了 
（対象外） 

－ 敬老入浴券贈呈事業 健康福祉部 健康長寿課 
H30 新規 
（対象外） 

6 
安心お産応援事業 
（不妊・不育治療助成） 

健康福祉部 子育て支援課  

7 
農業振興対策費補助事業 
（獣肉加工処理支援） 

弥栄支所 産業建設課  

8 ｢元気な浜田｣農産物振興プロジェクト事業 産業経済部 農林振興課  

9 産直市生産拡大支援事業 産業経済部 農林振興課  

10 認定農業者等育成支援事業 産業経済部 農林振興課  

11 新規就農者育成支援事業 産業経済部 農林振興課  

12 浜田産広葉樹活用推進事業 産業経済部 農林振興課  

13 ｢山陰浜田港｣水産物ブランド化推進事業 産業経済部 水産振興課  

14 渡船集約支援事業 
産業経済部 水産振興課 
（漁港活性化室） 

 

15 ｢山陰浜田港｣水産物販売促進事業 
産業経済部 水産振興課 
（漁港活性化室） 

 

16 Sea-1 グルメフェスティバル開催事業 産業経済部 水産振興課  

17 活気あふれる浜田漁港創出事業 
産業経済部 水産振興課 
（漁港活性化室） 

 

18 港湾活用促進事業 産業経済部 産業振興課  

19 起業家支援プロジェクト事業 産業経済部 産業政策課  

20 商品リスト作成事業 産業経済部 産業振興課  

21 ＢＵＹ浜田推進事業 産業経済部 産業政策課  

22 広島プロジェクト推進事業 産業経済部 広島事務所  
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№ 事 業 名 担 当 課 備 考 

23 萩・石見空港利用促進対策事業 産業経済部 産業政策課  

24 石見神楽定期公演推進事業 産業経済部 観光交流課  

25 ｢ようこそ！浜田｣事業 産業経済部 観光交流課  

26 広浜鉄道今福線観光資源活用事業 産業経済部 観光交流課  

27 ヨシタケコーヒー観光資源活用支援事業 産業経済部 観光交流課  

28 はまだ農山漁村体験交流推進事業 産業経済部 観光交流課  

29 コンベンションおもてなし促進事業 産業経済部 観光交流課  

30 
山陰浜田港マリン大橋リレーマラソン 
開催支援事業 

産業経済部 観光交流課  

31 浜田開府 400 年記念イベント事業 
産業経済部 観光交流課 
（開府 400 年推進室） 

 

32 ユネスコ和紙ブランド推進連携事業 産業経済部 産業振興課  

33 地域における救急救命体制整備事業 消防本部 警防課  

34 学力向上総合対策事業 
教育部 学校教育課 
（学力向上推進室） 

 

35 土曜学習支援事業 教育部 生涯学習課  

36 ふるさと郷育推進事業 教育部 生涯学習課・文化振興課  

－ 各期における親の学び推進事業 教育部 生涯学習課 
H30 新規 
（対象外） 

合  計 対象 36 事業 

 

イ 外部委託等を検討する事業         （「事務事業量調査等報告書」から抽出） 

№ 事 業 名 担 当 課 備 考 

1 
ケーブルテレビ（ひゃこるネットみすみ） 
管理運営業務 

三隅支所 防災自治課 
総務部 情報政策課 

 

2 婚活関連業務（男女の出会い創出事業） 地域政策部 政策企画課  

3 地域包括支援センター運営業務 健康福祉部 健康長寿課  

4 放課後児童クラブ運営業務 健康福祉部 子育て支援課  

5 不燃ごみ処理場管理運営業務 市民生活部 環境課  

6 浜田浄苑管理運営業務 市民生活部 環境課  

7 図書館管理運営業務 教育部 生涯学習課  

合  計 対象 7 事業 

 


